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研究成果の概要（和文）：戦後日本とアジア諸国とは、それぞれ国交正常化を通じて「政府間和解」を達成し、
戦争や植民地支配に起因する諸問題を解決したはずであった。総じて、東南アジア諸国との政府間和解は、社会
レベルの和解推進に一定の効果を挙げたが、日中と日韓の政府間和解は、社会レベルの和解には結びつかなかっ
た。政府レベルの和解を社会レベルで定着させる諸条件（民主化、経済発展、国際関係、宗教など）が明らかと
なった。他方、和解の深化を妨げている「国民感情」という問題を克服する必要がある。
1990年代に浮上した「戦後補償問題」は被害者「個人」の救済を目的とし、政府間和解の枠組みでは対処が困難
であり、新たな解決の枠組みが必要である。

研究成果の概要（英文）：Postwar-Japan and other Asian countries would have achieved "
intergovernmental reconciliation"(IGR) through the normalization of diplomatic relations, 
respectively, and resolved various problems arising from war and colonial rule. Overall, IGR with 
Southeast Asian countries had some effect on promoting reconciliation at the social level, but IGR 
with China and Korea did not lead to reconciliation at the social level. The conditions for 
establishing reconciliation at the government level at the social level (democratization, economic 
development, international relations, religion, etc.) were revealed. On the other hand, it is 
necessary to overcome the problem of "national sentiment" and "collective memory "that hinders the 
deepening of reconciliation.Since the "post-war compensation problem" that emerged in the 1990s 
targets relief for individual victims, it is difficult to deal with it within the framework of IGR, 
and a new framework for resolution is necessary. 

研究分野： 日本政治外交史

キーワード： 歴史問題　和解学　対日平和条約　国交正常化　戦後補償

  ３版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
現在、日本を悩ませている「歴史」をめぐる紛争は、日本とアジア諸国との安定した関係構築を妨げ、相互不信
の原因となっている。日本の戦争と植民地支配に起因する諸問題は、1951年の対日平和条約など被害を与えた
国々との国交正常化によって解決されたはずであった。日本が負うべき賠償、補償、戦争責任などの問題は、各
国との「政府間和解」（国家間和解）の枠組みによって処理されたのである。しかし、政府レベルの「政府間和
解」は相手国によっては国民に十分に受け入れられず、深刻な歴史問題が発生する原因となっている。本研究は
政府間和解の持続と定着を妨げた要因は何か、国民を含む真の和解のために何が必要かを考察した。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 
(1)近代日本の戦争や植民地支配に起因する、いわゆる「歴史問題」（賠償・補償、戦争責任等）

は、日本とアジア諸国間の安定した関係構築を妨げ、相互不信の原因となっている。代表者は、こ
れらの「歴史問題」の原因や背景を探り、「歴史和解」を導くためには何が必要かを学術的な観点か
ら共同研究によって導きだす必要性を以前から認識していた。 
(2)代表者は、20 年以上前から外務省の「日本外交文書」編纂および国立公文書館アジア歴史資料

センターの運営にかかわっているが、これらの職務上の経験から歴史資料（とくに歴史公文書）を
活用した戦後日本の「和解政策」を系統的に跡付ける必要性を感じていた。また、両国政府支援の
日中歴史共同研究（2006-2009）に参加した経験もから、なぜ、「政府間和解」が持続し、定着しなか
ったのか、という問題意識が芽生えた。 
２．研究の目的 
本共同研究（政治外交班）は、東アジアにおける「和解学の創成」のための「新領域研究」の基盤

的研究と位置づけられる。そのため二つの目標を設定した。第一に、サンフランシスコ講和条約（1951
年）を起点として、戦後日本とアジア諸国（中国、台湾、朝鮮半島、東南アジア諸国）との間に国交
正常化や賠償協定によって築かれた「政府間和解」（国家間和解）の構造や特徴、意義と限界、持続
と定着を妨げた要因は何か等を解明すること。 
第二に、戦時日本の植民地支配あるいは占領下にあったアジア諸国の戦後の「脱植民地化」のプ

ロセスと政府間和解との関係を検証すること。その際、ヨーロッパにおける「歴史和解」の取組や
事例との国際比較を試みる。また、グローバル・ヒストリーの観点にも着目する。 
３．研究の方法 
(1)日本外務省が公開している戦後外交記録を主に活用するが、関係国の研究成果や外交記録等も

必要に応じて発掘、利用する。 
(2)東アジアにおける政府間の「歴史和解」の特徴を明らかにするため、国際的な「歴史和解」の

取組や研究動向（とくにヨーロッパ）を文献研究や意見交換などを通じて把握し、理論化のための
示唆を得る。 
４．研究成果 
（1）戦後日本とアジア諸国との「政府間和解」の意義と限界について、「政府間和解」の関係国の
受け止め方は、受容と反発の間を揺れ動く複雑さが浮き彫りになった。公的和解が社会の反発を生
み、国民感情や記憶を刺激し、市民運動の契機となり、あるいは逆に市民団体、企業、国際組織の
和解事業を促進する場合もある。総じて、東南アジア諸国との和解（賠償協定、平和条約）は、社会
レベルの和解推進に一定の効果があった。しかし、日中・日韓・日朝の政府間和解（日中共同声明、
日韓基本条約、平壌宣言）は社会レベルや知識人レベルの和解には結びつかなかった。こうした差
異を前提に、「政府間和解」の持続と定着の諸条件（政治的民主化、経済発展、国際関係、宗教など）
がある程度明らかになった。他方、和解を妨げている重要な要素として「国民感情」や「集合的記
憶」という問題が残された。 
(2)1990 年代に浮上した「戦後補償問題」（慰安婦、徴用工等）の研究に力を入れた結果、これら

の問題が韓国における権威主義体制から民主化体制への移行の過程で浮上したことから、「移行期正
義論」と密接な関連を有することが明らかとなった。 
(3)上記の「戦後補償問題」の例のように、今日にいたる深刻な歴史問題の多くが「植民地帝国」

の支配構造に由来することが代表者や分担者の研究を通じて認識された。歴史和解の観点からする
と、政府間和解（公的和解）はあくまで「戦争」に起因する請求権問題に収斂させる枠組であり、植
民地帝国の清算を目的とするものではなかったのである。和解学の観点からすれば、1990年代以降、
社会・知的レベルの和解を遠ざけている最大要因としての戦後補償問題、すなわち植民地問題の解
決包摂する、新たな和解枠組の構築が必要となっている。 
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（4）国際比較という観点から対日条約における戦争責任条項の検討を行った結果、極東国際軍事裁
判（東京裁判）の「受諾」を義務付ける第 11 条は裁判の国際的正当性が含意され、戦争責任条項の
代替機能が託されていたが、日本側は深い理解が及ばず、戦犯釈放に邁進した点を明らかにした。
換言すれば、戦争責任という問題が講和体制のなかに明確に位置付られなかったことが、日本が戦
争責任という問題に向き合う機会を遠ざけていたのである。 
（5）グローバル・ヒストリーの観点からは、宗主国と従属国という点で同じ立場にあった日本と朝
鮮半島ならびに英国とアイルランドいう関係性のなかで、独立後の国際社会における立ち位置をど
う見通すかが重要であることを明らかにした。 
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〔雑誌論文〕　計15件（うち査読付論文　3件／うち国際共著　0件／うちオープンアクセス　6件）

2021年

2020年

2021年

2019年

オープンアクセスではない、又はオープンアクセスが困難 －

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

無

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
朝鮮半島の情勢変化に対する日本の対北東アジア政策の現状と展望

ERINA report plus 16-18
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 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
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 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

オープンアクセスではない、又はオープンアクセスが困難 －
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 １．著者名
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無

 オープンアクセス  国際共著
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 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

 オープンアクセス  国際共著
オープンアクセスではない、又はオープンアクセスが困難 －

 ４．巻
宮本悟 61巻

 １．著者名

シンポジウム「北朝鮮の経済と貿易」
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 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無
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 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
北朝鮮の平昌オリンピック参加問題と南北対話

東亜 8－9

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

オープンアクセスとしている（また、その予定である） －

 ４．巻
宮本悟 610号

 １．著者名

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

有

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
国共関係と日本（中国語）
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 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

オープンアクセスとしている（また、その予定である） －

 ４．巻
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 １．著者名

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

無

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
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 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

オープンアクセスではない、又はオープンアクセスが困難 －

 ４．巻
波多野澄雄 Fall 2018

 １．著者名

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

無

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
都市の目、都市の耳（共同研究最終報告書）

明治学院国際学部付属研究所『研究所年報』 3-25

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無
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